


序　　文

国際協力事業団は、ミャンマー国政府からの技術協力の要請を受け、中央林業開発訓練センタ

ー（Central Forestry Development Technical Center ; CFDTC）において、平成２年８月１日から

平成９年７月３１日までフォローアップも含め７年間にわたり、ミャンマー中央林業開発訓練セ

ンター計画を実施してきました。

この度、当事業団は、協力終了後の状況や協力効果の把握を行い、アフターケア協力の必要性

及び可能性について協議することを目的として、平成１０年９月１７日から１２月１８日まで、

佐藤　朗氏を短期調査員として、また、平成１０年１２月６日から１２月１８日まで、林野庁管

理部　村沢　勝を団長とするアフターケア調査団を同国に派遣しました。短期調査員及び調査団

はミャンマー国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査や関連資料の収集を行い、帰国後の

国内作業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめました。

今回の調査結果が本アフターケア協力実施の指針となるとともに、アフターケア協力の実施が

今後の両国の友好・親善の一層の発展に資することを期待いたします。

終わりに、本調査の実施にご協力とご支援をくださった両国関係者の皆様に、心から感謝の意

を表します

平成11年３月

国 際 協 力 事 業 団

理　事　亀　若　　誠
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第１章　アフターケア調査団派遣概要

１－１　協力要請の背景

ミャンマー政府は地域住民の薪炭材採取等により、森林の収奪が著しい中央乾燥地の緑化の
ためには、地域住民の参加による薪炭林等森林造成活動（住民参加型林業）の促進をはかる必
要があるとし、国の大きな林政課題のひとつとしている。これを進めるためには住民参加型林
業促進の啓発普及を担う者（普及員）が必要とされ、その養成のための訓練需要が発生した。
このため、現在まで林業訓練実施に大きくかかわってきた「中央林業開発訓練センター」（以
下ＣＦＤＴＣとする。）で普及員の訓練計画を実施したいとする内容を持つアフターケア協力
の要請書が日本政府に提出された。

１－２　現在までの経緯

１９８９年に無償資金協力で建設されたＣＦＤＴＣにおいて、１９９０年より１９９７年ま
で協力実施した「中央林業訓練センター計画」（１９９０年８月～１９９５年７月が本体フェ
ーズ協力期間、１９９５年８月～１９９７年７月がフォローアップ協力期間）のプロジェクト
成果を踏まえ、住民参加型林業の普及のため、社会林業訓練コースの実施により、その訓練機
能の強化を目的とし、ミャンマー政府より１９９７年１０月にアフターケア協力要請がなされ
た。
このため、１９９８年９月より短期調査員を派遣し、アフターケアー要請の内容の確認、本
体フェーズの終了後のプロジェクトの現況調査及びアフターケア協力の基本構想案と各分野の
全体計画案作成のための詳細情報の収集整理をおこなった。（短期調査報告書参照）

１－３　本調査の目的

この短期調査結果を踏まえ、プロジェクトの実施体制及び要請事項を確認し、協力に関連す
る事項について協議を行ない、コンセンサスを得るため当該調査団の派遣を行った。

１－４　団員構成

本調査団の団員構成は以下のとおりである。
総括／訓練計画　　村沢　　勝 林野庁管理部
計画管理　　　　　玉垣　雅史 国際協力事業団　林業技術協力課
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１－５　調査日程：１９９８年１２月６日～１２月１８日（１３日間）

１－６　主要面談者

Ｕ　Ｓｏｅ　Ｌｉｎ　　　　　国家計画経済開発省対外経済関係局　局長
Ｄａｗ　Ｍｙｏ　Ｎｅｗ　　　　　　　　〃
Ｕ　Ｓｏｅ　Ｔｉｎｔ　　　　林業省計画統計局　局長
Ｕ　Ｈｌａ　Ｈｔｗｅ　　　　　　　　　〃　　　計画統計課長
Ｄｒ．Ｋｙａｗ　Ｔｉｎｔ　　林業省森林局　局長
Ｕ　Ｓａｗ　Ｋｙａｗ 〃　　　　次長
Ｕ　Ｓａｗ　Ｈａｎ　　　　　　　〃　　　　顧問
Ｕ　Ｓａｗ　Ｅｈ　Ｄａｈ　　ＣＦＤＴＣ　　校長
Ｕ　Ｗｉｎ　Ｈｌａｉｎｇ　　　　〃　　　　副校長
Ｕ　Ｔｉｎ　Ｌａｔｔ　　　　乾燥地緑化局
Ｕ　Ｔｉｎ　Ｍｙｉｎｔ　　　　　〃
Ｕ　Ｚａｗ　Ｚａｗ　Ｈａｎ　UNDP/FAO プロジェクト (kyaukpadaung)
Ｕ　Ｗｉｎ　Ｍｙｏ　Ｔｈｕ　　　〃
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第２章　要請の内容

ミャンマー国からのアフターケア協力にかかる正式要請は、１９９７年１０月２０日付けで、
在ミャンマー日本国大使館宛に提出された。内容については、以下のとおりである。（詳細に
ついては、短期調査報告書参照）
（プロジェクトの目的）
１）乾燥地緑化のための訓練機能の強化
２）中央林業開発訓練センターの施設及び機材の維持管理

（活動項目）
１）乾燥地緑化事業のための訓練計画の見直し
２）乾燥地緑化造林技術と社会林業技術の訓練コースへの導入
３）中央林業開発訓練センターの施設及び機材の維持管理

（長期専門家要請分野）
１）訓練手法
２）機材管理

第３章　調査結果

３－１　普及関係職員の普及能力の向上の必要性

ミャンマー国政府は住民参加による森林造成活動を促進するため、「森林法」の改正（９２年）、
「国家森林政策」の策定（９５年）、「共有林令」の発布（９７年）、乾燥地緑化局（Dry Zone 
Greening Department）を創設（９７年）する等、その環境整備に努めている。
そのような中、１９９５年の林業政策において森林の保全と利用に住民の参加を図ることが
あげられているものの、実際の普及活動及び住民による活動はほとんど行なわれていない。
その原因としては、現在、林業セクターにおいては明確な普及組織・普及計画が策定されて
おらず（来年策定予定）、住民参加の森林造成、管理等の情報が行き届いていないこと、また、
森林局・乾燥地緑化局職員にあっても住民参加の森林造成、管理についての知識・経験をもっ
た人材がほとんどいないことによると考えられる。
このため、住民参加による乾燥地緑化を進めるためには、有効な普及計画の策定を行なうた
めの人材育成及びそれを効果的に実施できる人材の育成が必要である。
また、ＵＮＤＰ／ＦＡＯが支援するHuman Development Initiatives  Extentionにおいては、参
加型普及手法により普及員が活動を行なわれ、住民の自発的な取組が行なわれており、今後林
業分野でもその重要性が認識され、将来的には自発的な住民の活動の比重が増加していくと考
えられる。
このことからも、普及関係職員の普及手法、社会林業の知識のレベルアップは、効果的な住
民参加による乾燥地緑化のための仕組みづくり及び円滑な推進にとって最も重要である。
また、今回の協力の目標に掲げている社会林業すなわち自発的な住民の活動について、林業
政策等で推進するとの方針が打出されてはいるもののミ国の軍事政権下での自発的な住民活動
の実態が不明であり、その推進に対しては、事前の情報収集が不可欠であったが、先述の
ＵＮＤＰ／ＦＡＯプロジェクトの活動等にもあり、増加していくものと考えられる。ただし、
常に国、関係機関等の長期計画、政策の動向には配慮すべきと考えられる。
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３－２　普及員訓練計画の作成

本協力実施に係る検討での留意点は、プロジェクト活動の中心課題である普及員の要請等の
必要性は認められるが、ミャンマー側での訓練計画が具体的に作成されていなかったことにあ
る。
本協力実施の際のカウンターパート部局となる森林局（FD）は、森林に侵入する者、違法伐
採者の排除、取り締まりの歴史、経緯、経験は豊富であるが、住民参加型林業の促進について
の普及啓蒙活動の経験は少ないと思われる。
このことは、乾燥地緑化局の組織化に当たり、乾燥地緑化計画を具体的に定めている（資料
１）が、その実施については「Community Rule」に依ると記されており、実際はその通達が未
だ施行されていないことからも推察される。
また、このことから普及実施計画についても現段階では策定されていないと思われるが、こ
れについては、来年（９９年）の地域（District）別の計画樹立の段階で明らかにされる予定で
ある。
なお、本協力での普及員の訓練計画を策定していくには、上述した地域別計画が策定された
時点で修正がなされるとしても、現段階で考え得る林業技術的側面と住民参加型林業の普及手
法的側面を有する訓練計画案の作成は必須であり、今回の調査においては、森林局によって作
成された暫定普及員訓練計画（資料２）により検討を行った。

３－３　普及員訓練計画内容の検討

（１） 基本的考え方
訓練計画策定の基本的条件として、普及活動の最先端である乾燥地緑化局の出先機関

（Township Office）等の普及関係者に対して、２年間で訓練を完了することで計画されてお
り、ミャンマー国の林政課題のなかでも中央乾燥地の緑化のための普及員訓練が緊急性の高
いものであると考えられる。

（２） 訓練対象者
訓練対象者は地域住民に普及活動を行う乾燥地緑化局等の関係部局の普及担当者である。

普及担当者の対象範囲は、Township Officeレベルの普及担当者である、Staff Officer 及び
Range Officer と、その従事者／部下であるForest Ranger とForesterが想定される。
具体的な訓練対象者数は、以下のとおり積算されている。

訓練対象者総数：３６０人（５７Township Office×６名＋α）
＊６名の算出根拠：各Township OfficeのStaff Officer １名、Range 

Officer １名、Forest Ranger及びForester 各２名
＊α：Personnel from Extension Division, FD

（３） 訓練コース、カリキュラム内容
計画では以下の３コースの実施を計画しており、①及び②については、既存の同種カリキ

ュラムを訓練対象者、訓練目的に合わせ改善することにより対応し、③については、討議方
式を用いて、普及上の問題点、解決策を絞り込んでいく訓練内容とする。
①Forestry for Local Community Development Course

Forest Ranger を対象とする。
訓練期間２週間、年２回開催予定
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②Agroforestry Course
Forester を対象とする。
訓練期間２週間、年２回開催予定

③Workshop on Forestry Extension
Staff Officer, Range Officer を対象とする。
訓練機関１週間、年２回開催予定

（４） 訓練経費の概算
訓練経費の見積もり総額は２．５３５百万Kyat（K.）になる。各項目の積算細部について

は詳細説明がなされていないので、中堅技術者養成費との積算経費項目との間の比較検討を
直に行うことはできないが、単に総計の２５％（前提負担割合：初年度５０％、次年度０％）
を中堅技術者要請訓練費部分と推定すると、その額は、０．６３３百万Kyat（K.）となる。

（５） 問題点の検討
本訓練計画に関しては、大きく以下の３点の問題点があると思われる。
１）訓練計画が暫定計画である。
２）訓練コースと長期専門家の活動分野との関連
３）訓練予定期間が短い

１）に関しては、ミャンマーのおける社会林業分野での訓練実施に係る経験は乏しいことか
ら、本プロジェクトでの協力課題として、より具体的な計画を策定することを検討すべきである。
また、２）に関しては後述の基本計画における、長期専門家派遣計画による実施が妥当と思
われる。
３）に関しては、上記（３）での①及び②の２コースの訓練期間は２週間であるが、実践的
な「Participatry Rural Appraisal」（ＰＲＡ）等の普及調査手法の講義、演習を計画すると、更に
２週間の日時を要すると思われる。特に普及手法科目を主とするコースでは、ＰＲＡ等普及手
法科目の追加が必要となり、全体で４週間程度の訓練期間が必要と思われる。
これについては、従前のカリキュラム内容との整合性についての検討を行うことは勿論のこ
と、普及拠点のTownship Officeが平均５０村落（Villages）を含む広大な区域を管轄している
こと等を踏まえ、普及担当者６名体制（各Township OfficeのStaff Officer １名、Range Officer 
１名、Forest Ranger及びForester 各２名）での普及目的、普及啓蒙対象者の規模、普及方法を
併せ考え、それらに適した訓練計画期間にする必要がある。
従って、訓練期間は当初２週間を設定しても、訓練修了者の普及活動結果のモニタリング調
査結果を訓練プログラムにフィードバックする等した柔軟な対応により、訓練期間を改善等し
ていくこと、若しくは訓練開始前に必要な訓練需要調査を行い、訓練需要にマッチした訓練期
間を予め定め、逐次訓練を実施、評価する等して、徐々に訓練内容の改善を図っていく方法の
二通りが考えられる。その選択は今後、現地カウンターパートの意見等を参考にした上で行う
こととし、現時点では２週間で計画することが妥当と思われる。
なお、広い管轄区域を擁するTownship Office を普及拠点とすることから、当然に他の農業普
及担当者等との情報交換、連携行動が求められる。また、農業、家畜普及担当者等を訓練講師
に招いたり、情報交換のための定期的な会合の開催も想定され、訓練期間等訓練内容を決める
際の参考情報が得られると思われる。
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３－４　ミャンマー側のアフターケア協力実施体制

（１） 実施機関
ＣＦＤＴＣの現状は本体フェーズ終了時の９７年に比し、職員数は若干減っているものの

同規模の訓練を、独自で継続して行なっている。
予算についても若干増となっており、評価できるとともにミ国の林業分野での訓練機関と

して一定の地位を築いていることが伺える。
（２） カウンターパート配置計画

現在、Project Director、Dy. Directorのほか参加型普及手法訓練、社会林業訓練分野にそれ
ぞれ５名のカウンターパートを配置する予定である。
（資料３リスト参照）
（３） 施設整備状況

専門家執務室については、本体フェーズで使用していた専門家執務室を使用予定であるが、
当時の設備（電話、FAX、書籍等）がそのまま残っており、即時使用可能である。
また、林業省内にサブオフィスの確保を予定している。

３－５　訓練施設・機材の維持等

アフターケア要請書では、「訓練機材の維持等」を担当する長期専門家の派遣が要請されてい
る。訓練施設の維持、訓練機器材の補充等は円滑な訓練活動を実施する上で書かすことのでき
ないものである。これを担当する長期専門家の派遣は今回見合わせたが、当該事項の重要性に
鑑み、プロジェクト活動項目のひとつとして明記するとともに、訓練、機材供与等の活動を実
践していく中で常に配慮していくこと、又必要に応じ短期専門家をの派遣が肝要である。
また、本協力における２年間の協力期間では、通常１年目の機材供与は計画出来ても、２年
目については、計画から現地到着まで１年以上掛かり、場合によっては協力期間外の供与とな
るため計画されない。
従って、初年度の機材供与計画が２年間の総計画であることに留意して、必要な機材供与に
ついて把握するための調査をまず行う必要がある。
なお、ＣＦＤＴＣの訓練施設は無償資金協力により建設され、１９０名もの訓練生の宿泊、
訓練が可能な設備、規模を有している。また、無償機材供与（１９８７年、６億円）もなされ、
ともに１０年以上経過しており、各資機材のチェック・調査が必要な時期を迎えている。
このため、社会林業コース実施のための訓練施設、資機材の保守については、ミニッツでの
活動項目に記載し、機材供与計画作成の際にも留意する必要がある。

３－６　日本側のローカルコスト負担

交渉過程において、ミ国側より協力終了後の自立発展性を考慮した日本側ローカルコストの
負担について提案があり、日本の技術協力スキーム理解の点で評価される。
また、ミャンマー側からは、アフターケア協力を実施する際には、センターから財政当局に
対する予算要求のため、予算説明資料として「日本側のローカルコスト負担予定額」の提出が
求められた。

３－７　合意文書の締結

今回のミニッツ（資料４）締結には適応されなかったが、合意文章締結に当たり、ミ国側の
制度として予め中央法律事務所（Central law office）の決裁（合意文書の確認）が必要であり、
通常２週間の手続き期間を要するとのことであったため、今後Ｒ／Ｄ等の締結の際、事前の日
程調整が必要であると思慮する。
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第４章　アフターケア協力の基本計画

本協力については、中央乾燥地の緑化という目的のために中央林業開発訓練センター計画ア
フターケア協力という枠組の中で計画策定することとなったが、事前の短期調査員による情報
収集及び関係機関との事前調整もあり、本体フェーズの拠点であるＣＦＤＴＣ（１９８９年無
償資金協力）において、中央乾燥地を対象とした社会林業訓練実施能力の強化を目標とするこ
とで円滑にコンセンサスを得ることができた。本協力の基本計画については次のとおりである

４－１　アフターケア協力の目的

ミャンマーの最重要課題である、中央乾燥地の緑化促進を効果的に住民参加型で推進するた
め、森林局及び乾燥地緑化局の普及関係職員の参加型普及手法等の普及能力及び乾燥地造林技
術能力を向上させるため、ＣＦＤＴＣの森林局・乾燥地緑化局普及関係職員を対象とした訓練
実施能力の向上を図る。

４－２　プロジェクト基本構想

プロジェクト基本構想については次のとおり合意され、ＴＳＩとともにミニッツに記載され
た。
なお、プロジェクト実施の概念については　別添のとおりである。

（１） スーパーゴール
中央乾燥地において森林局、乾燥地緑化局、及び一般住民により社会林業活動が行なわれ

ることにより、同地域の森林資源が持続的に管理運営され、住民の生活と環境保全に寄与す
る

（２） 上位目標
ＣＦＤＴＣが中央乾燥地の緑化推進に必要な人材を持続的に養成する

（３） プロジェクト目標
ＣＦＤＴＣの中央乾燥地を対象とした社会林業訓練実施能力が強化される

（４） 成　果
１）ＣＦＤＴＣにおいて森林局及び乾燥地緑化局の普及関係職員に対する効果的な社会林
業訓練が行なわれる。

２）訓練コースが評価・モニタリング結果により改善される。
（５） 活　動

１－１）現場での調査や長期計画との整合性を図りながら訓練ニーズを把握する
１－２）ニーズ把握に基づき訓練計画及びカリキュラムを作成する
１－３）訓練教材を開発・作成する
１－４）社会林業訓練に必要な施設及び機材を適切に維持管理する
１－５）社会林業訓練の講師育成のため、セミナー、ワークショップ、研修、教授法研究

を行なう
２－１）普及関係職員に対する社会林業訓練を実施する
２－２）訓練内容の終了時評価及び訓練修了者のモニタリング結果に基づきコースの改善

を行なう。
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（６） 協力期間
１９９９年４月１日から２年間

（７） 実施機関
中央林業開発訓練センター（ＣＦＤＴＣ）

（８） 長期専門家派遣計画
１）【社会林業訓練】 １名　　　２年間
１－１）社会林業訓練　　　　　　　①調査

コミュニティフォレスト　　②関連既存コースのレビュー
アグロフォレストリー　　　③訓練計画策定
乾燥地造林技術　　　　　　④カリキュラム検討作成
他　　　　　　　　　　　　⑤教材作成

⑥講師の育成（教授法研究、セミナー、研修実施）
⑦訓練評価及び訓練修了者のモニタリング

１－２）普及手法訓練　　　　　　　①参加型普及手法訓練長期
専門家の補佐　

２）【参加型普及手法訓練】 １名　　　２年間
２－１）社会調査　　　　　　　　　①住民参加普及手法を踏まえた社会経済調査
２－２）参加型普及手法訓練　　　　①調査

②関連既存コースのレビュー
③訓練計画策定
④カリキュラム検討作成
⑤教材作成
⑥講師の育成（教授法研究、セミナー、研修実施）
⑦訓練評価及び訓練修了者のモニタリング
⑧訓練計画におけるジェンダー配慮

２－３）社会林業訓練　　　　　　　①社会林業訓練長期専門家の補佐

４－３　その他の交渉結果

主な合意事項は次のとおりであり、ミニッツに記載し合意した。
（１） Ａ１、Ａ４フォームについて、１９９９年１月３１日までに日本大使館へ提出するこ

と。
（２） 森林局本所内のブランチオフィスを含む専門家執務室を確保すること。
（３） 日本側のローカルコスト負担として中堅技術者養成対策費の支出の可能性があること
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第５章　提言

５－１　訓練計画上の留意事項

（１） 実習、視察現場の選定
ＣＦＤＴＣには森林造成技術の展示林、苗畑、Agroforestry実習林等の演習林を備えている

が、約４５０ｋｍ離れている自然条件等が異なる中央乾燥地帯の緑化推進に従事する普及員
の訓練を行う上での実習、視察現場の選定、説明内容には工夫を要する。これは特に森林造
成技術を主な教科内容とする訓練コースに顕著に表れる。講義はその内容、イラスト、スラ
イド等を中央乾燥地の自然条件に合ったもので実施すれば良いが、仮に全く自然条件的に異
なった実習、視察現場での訓練でも、植栽樹種の選定、植栽、補植、森林保護、間伐等の森
林造成技術・方法の学習伝達は可能である。訓練生は学習した森林造成技術手順・マニュア
ルに則して、乾燥地緑化現場で林業技術の発現化を図る必要がある。

（２） 無断耕作者等を契約相手として森林利用している事例
ＣＦＤＴＣの敷地内には、ＡＤＡ（Agroforestry Demonstration Area）プログラム実習林を

有している。Agroforestry の導入により森林利用するターゲット（対象者）は、国有林野内
に無断耕作等している周辺農民である。当該事業は９３年から始められ、現在、１５家族、
１５０エーカーの面積を擁している。一時、約半数の契約解除が生じ、先行きが心配された。
しかし、現在は森林の土地のリース期間を５年から３０年に延長したことにより、参加農民
は定着化している。住民参加型林業の促進を目的とするアフターケアプログラムの訓練・普
及活動上の紹介をしていく好研修事例である。

（３） 林業以外の農業等他分野の普及担当者との連携強化
住民参加型林業を進める緒についたばかりのFD, DZGDは、古くから普及活動を進めて来

ている農業サービス部門、家畜飼料局等の外部関係団体との連携を強く望んでいる。
普及対象者（農家）は林業、穀物栽培、家畜の飼育、更にはその他生活一般を含んだ幅広

い分野を擁している。ＤＺＧＤは月１回程度のTownshipレベルでの農業サービス部門、家畜
飼料局等の関係者との会合を開催して、情報の交換、連携の構築化を図ることに意欲を示し
ている。また、ＣＦＤＴＣの訓練講師に農業普及分野の招来を計画している。

５－２　訓練の実施及び評価

（１） 実施前の周知徹底
訓練の実施に際して、訓練予定者に対する訓練目的、カリキュラム内容等の事前の余裕を

持った周知徹底が重要である。予め訓練内容を知らされた訓練生は、研修に対する心構え、
準備がなされ、講義内容への反応、カリキュラムの改善等に資される意見、要望等も的確に
得られる。

（２） 訓練に対する評価
訓練生に対して、講義内容はもとより宿舎での生活状況に至るまで、意見、感想等をアン

ケート調査すべきである。その他講師からの意見聴取、更にはモニタリング調査の調査結果
を、関連する訓練プロセスにフィードバックさせ、プログラムの改善等図っていく必要があ
る。
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※補足説明　－　社会林業及び普及手法の定義等について
○社会林業：地域住民の生活福祉安定向上を目的とする林業であり、受益者を直接的かつ最
終的に地域住民とする。地域住民の要望により様々な造林形態が考えられる。

○普及手法：社会林業実施のための１つの手段であり、社会林業のカテゴリーに含まれるが、
本協力の目的として職員の普及手法（特に住民参加型普及手法）に関する知識、能力のレ
ベルアップが最も重要であり、訓練コースの設定にあっても中心問題となることから、業
務内容等として項目立てを行なっている。
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